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1――日本の GDPは来年世界 5位に転落する見込み 

 今年に入り、世界における日本の GDP（国内総生産・経済規模）の順位下落に関する二つのニュー

スが大きく取り上げられた。 

 一つは「日独の逆転」だ。日本の名目 GDP（ドル建て）は 2010年に中国に抜かれて以降、世界で米

中に次ぐ第 3 位の座を維持してきたが、年初に示された 2023 年の実績（4.2 兆ドル）でドイツ（4.5

兆ドル）に抜かれて世界第 4位に下落した（図表 1・2）。 

 そしてもう一つは近い将来における「日印の逆転」だ。IMF（国際通貨基金）が今年 4月に公表した

「世界経済見通し」において、日本の名目 GDP（ドル建て）が 2025年にインドに抜かれて世界第 5位

に下落するとの見通しが示された1。つまり、2009 年まで米国に次いで世界で第 2 位だった日本の経

済規模が、16年のうちに第 5位まで順位を下げるとの見通しが示されたことになる。 

 

 

 この順位下落についてはドイツやインド側の GDP変動の影響もあるが、日本の GDPの世界経済に占 

 
1 2023 年 10 月に公表された前回の見通しでは日印の逆転は 2026 年とされていたため、1 年前倒しとなった。 

（図表１） 
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めるシェアが長期にわたって低下してきた影響

が大きい。 

 具体的に見ると、2000 年時点で日本の名目

GDP（ドル建て）が世界全体に占めるシェアは

14.6％であったが、2023年時点では4.0％と1/3

以下に低下した。そして、2025年には 3.8％と

さらに低下する見通し（IMF）となっている（図

表 3）。 

 このような形で進む日本の「GDP 順位下落」

は一体何がマズイのか？その問題点について整

理する。 

 

2――GDP順位下落の問題点 

1｜GDP順位下落が示す事象 

 GDP 順位の下落について、一つ目の問題点は順位下落が示す事象、すなわち「順位の下落が日本経

済の長期にわたる停滞を示していること」だ。 

 

 近年の順位下落には幅広い通貨に対する円安進行の影響を強く受けているため、その影響を一旦取

り除き、さらに物価変動の影響も除いた主要国の各国通貨建て実質 GDPの推移を確認すると、日本の

円建て実質 GDPの伸びは 2000年から 2023年にかけて 15.8％増に留まり、中国（6.2倍へ増加）、イン

ド（4.0倍へ増加）は言うまでもなく、米国（58.7％増）、ドイツ（27.8％増）に対しても明確に下回

っている（図表 4）。 

 「経済規模の概念である GDPよりも、生活レベルを示す指標とも言える一人当たり GDPの方が重要」

との見方も一理あるが、日米独について、各国通貨建ての一人当たり実質 GDPの推移を見た場合でも、

2000年以降の伸び率は日本が最も低い（図表 5）。つまり、日本居住者の生活レベルの改善ペースは諸

外国と比べて伸び悩んできたことを意味している。 

 

 

（図表３） 

 

（図表４） 

 

（図表５） 
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なお、上記で影響を一旦取り除いた近年の円

安についても、日本経済の停滞が影響している

面がある点には留意が必要になる。 

円安は特に 2022年以降に急速に進んだが、そ

の主因は内外金利差（政策金利並びに長期金利）

の拡大にある（図表 6）。コロナ禍における供給

網の混乱やその後の経済活動再開、ロシアによ

るウクライナ侵攻などを受けて世界的にインフ

レが急進し、各国が急速な金融引き締めを進め

る中で、日銀が昨年まで大規模な金融緩和を維

持したことが内外金利差の拡大をもたらした。日銀は今年 3月にマイナス金利政策を解除したものの、

内外金利差は依然大きく開いたままだ。 

近年では日本でも高めの物価上昇が続いてきたが、「経済の長期停滞によって定着したデフレ的なノ

ルム（社会通念）が払拭されて、物価目標の安定的な達成について日銀が確信を持てる」状況に至っ

ていないことが、海外と比べて金融引き締めに慎重な日銀の姿勢に繋がっている。 

 従って、円安による目減り分も含めて、「日本の名目 GDP（ドル建て）順位の下落は日本経済の長期

にわたる停滞を示している」と捉えるのが妥当だろう。 

 

2｜GDP順位下落がもたらす外交力の低下 

GDP順位の下落について、二つ目の問題点は順位下落がもたらす影響であり、「外交力の低下」が挙

げられる。日本はかつて世界第 2位の経済力を背景として、ODA（政府開発援助）など他国への資金援

助を通じて外交的な影響力を行使してきた2。しかし、GDPが他国よりも伸び悩む場合には、相対的に

税収の伸びが抑えられ、資金援助増額の余力が制約される。実際、日本の ODAは 1989年から 2000年

にかけて世界最大であったが、以降は伸び悩み、直近では米国やドイツに大きく水を開けられている

（図表７）。 

 

 
2 首相官邸ホームページ内にある ODA 紹介ページにも、メリットの一つとして「日本の外交的な影響力強化」が挙げられ 

ている。 

（図表６） 
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 また、GDP が他国より伸び悩むことよって輸入のシェアが低下することも外交力の低下に繋がる。

米国や中国は輸入関税の引き上げや禁輸といった通商措置を外交上の武器として多用するが、これが

有効なのは両国の輸入規模が大きく、制限をかけた際に相手国経済に多大なダメージを与えることが

可能なためである。また、2 国間や多国間での貿易協定交渉時には、相手国にメリットを与えられる

輸入規模の大きさが交渉力となる面もある。ここで主要国の実質輸入の推移を確認すると、GDP の伸

び悩みを背景に日本の輸入が長期にわたって他の主要国よりも低迷している姿が浮き彫りになってい

る（図表 8）。 

 そして、GDP 順位の下落による外交力の低下は経済領域も含めて、日本にとって有利な国際環境・

ルールを作る上での難易度を高める方向に作用する。 

 

3｜GDP順位下落がもたらす安全保障上のリスク 

三つ目の問題点としては、GDP順位下落がもたらす「安全保障上のリスクの高まり」が挙げられる。

GDP が他国よりも伸び悩む場合には、相対的に税収の伸びが抑えられ、国防費（日本では防衛費）増

額の余力が制約される。実際、日本の防衛費（ドル建て）は長らく GDP の 1％程度であったが、2000

年の時点では、455億ドルで東アジア地域において最大であった（図表 9）。しかし、2023年時点でも

502 億ドルと小幅な伸びに留まったため、近隣諸国との対比では、中国の約 1/5 の規模に後退し、韓

国にも肉薄されている（図表 10）。この間、中国や韓国の国防費の GDP 比は大きく変動していないた

め、大半は経済成長力の格差がもたらした結果と言える。日本は 2022年末に以降 5年間の防衛費増額

3を閣議決定しているが、中国の国防費が毎年 7％前後の伸びを続けていることを踏まえると、金額ベ

ースでの差はさらに拡大すると見込まれる。 

 一国の軍事力に関しては、技術力や練度、部隊の運用力、同盟国の有無なども影響するが、兵力や

兵器調達に直結する国防費の多寡が重要な要素であることは言うまでもない。そして、近隣諸国との

間の軍事力の差が拡大すると、力のバランスが崩れ、抑止力が低下することで武力衝突発生のリスク

が高まりやすくなると考えられる。 

 

 

 
3 2027 年度の想定は 8.9 億円程度で、2022 年度当初予算比で 1.6 倍超に増加する見込み。 

（図表９） 

 

（図表 10） 
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 以上の通り、世界における日本の GDP順位下落は、それが意味する事象（経済の長期停滞）のみな

らず、それがもたらす影響（外交力の低下、安全保障上のリスクの高まり）という点でも問題を内包

している。今後、日本経済の成長力が底上げされることで、円建て名目 GDPの増加ペースの加速と、

利上げ余地の創出に伴う円安の是正によって順位の下落に歯止めが掛かることを期待したい。 
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